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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第111期

第１四半期
連結累計期間

第112期
第１四半期
連結累計期間

第111期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年６月30日

自 2018年４月１日
至 2018年６月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 912 1,306 4,762

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △7 3 127

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) △7 2 108

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4 △11 162

純資産額 (百万円) 2,025 2,152 2,183

総資産額 (百万円) 4,743 5,167 5,252

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △9.97 3.47 2,820.57

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.7 41.6 41.6
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第111期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第112期第１四半期連結累計期

間及び第111期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。　

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。　

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 財政状態の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、好調な公共投資や自動車関連や半導体関連の好調な輸出及

び強気の設備投資計画が予定されている一方で、実質賃金の伸び悩みや将来に対する老後の不安から引き続き個人

消費が低調に推移したことから、景況感が悪化しつつあり、力強さに欠ける状況となりました。

また、世界に目を転じますと、米国の大型減税やアジア地区での省力化等の設備投資需要の好調さから拡大基調

が持続しましたが、今後の米中貿易摩擦の激化懸念や原油の高騰及び米国の利上げ等を契機とし、不確実性が増大

しつつあり、楽観できない状況となっております。

こうした経済情勢の中で、当社グループは新規顧客の獲得、既存顧客への新価値提供のため新製品、新技術の開

発に注力するとともに、競争力強化のためのコスト低減等に取り組み、国内需要にとどまらず海外での需要に積極

的に対応し需要の掘り起こしに注力してまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の受注高は1,477百万円（前年同四半期比4.6％減）、売上高は1,306百万円

（前年同四半期比43.2％増）となり、損益については、営業損失６百万円（前年同四半期は営業損失15百万円）、

経常利益３百万円（前年同四半期は経常損失７百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益２百万円（前年同四

半期は親会社株主に帰属する四半期純損失７百万円）の計上となりました。

以下主なセグメントの経営成績は、次のとおりであります。

（電源機器）　

電源機器につきましては、専用電源は、電池およびコンデンサなどの電子部品業界を中心に様々な仕様にお応え

するとともに、納期の短縮にも努めてまいりました。また、汎用電源は、通信機能搭載のご要望にお応えできるよ

う積極的に取り組んでまいりました。その結果、受注高は491百万円（前年同四半期比0.6％減）と減少したもの

の、売上高は487百万円（前年同四半期比48.9％増）と大きく増加いたしました。

（表面処理装置）

表面処理装置につきましては、国内の既存設備の更新需要の掘り起こしと稼働中の装置の改造や修理メンテナン

ス案件に対して積極的に取り組んでまいりました。その結果、受注高は449百万円（前年同四半期比16.5％減）と減

少したものの、売上高は529百万円（前年同四半期比259.1％増）と大きく増加いたしました。

（電気溶接機）

電気溶接機につきましては、国内自動車業界、鋼製家具業界、電装機器業界、建設資材業界などを中心に、新規

設備投資・更新需要に対して積極的に取り組んでまいりました。一方、海外につきましても海外代理店との連携を

密にして電子部品業界を中心とした積極的な拡販に努めてまいりましたが、受注高は272百万円（前年同四半期比

7.2％増）と増加したものの、売上高は147百万円（前年同四半期比49.5％減）と大きく減少いたしました。

（環境機器）

環境機器につきましては、表面処理装置に付帯する機器として、販売に取り組んでまいりました。その結果、受

注高は45百万円（前年同四半期比23.5%減）と減少したものの、売上高は59百万円（前年同四半期比6.6％増）と増

加いたしました。
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② 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて1.9％減少し4,118百万円となりました。これは、主として受取手形及び

売掛金が227百万円増加したものの、賞与や法人税の支払などで現金及び預金が352百万円減少したことなどにより

ます。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.6％減少し1,049百万円となりました。これは、主として投資その他の

資産が9百万円減少したことなどによります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1.6％減少し5,167百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて1.8％減少し2,455百万円となりました。これは、主として支払手形及び

買掛金が52百万円増加したものの、前受金や未払費用などの減少によりその他が72百万円減少したことなどにより

ます。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて1.7％減少し560百万円となりました。これは主として退職給付に係る負

債が7百万円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて1.7％減少し3,015百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.4％減少し2,152百万円となりました。これは、主として利益剰余金

が16百万円、その他有価証券評価差額金が13百万円減少したことなどによります。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題についての重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は29百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 784,300 784,300
名古屋証券取引所　　

市場第二部
単元株式数　100株

計 784,300 784,300 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年６月30日 ― 784,300 ― 503,000 ― 225,585
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2018年３月31日の株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

   2018年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 10,200
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,639 ―
763,900

単元未満株式
普通株式

― ―
10,200

発行済株式総数 784,300 ― ―

総株主の議決権 ― 7,639 ―
 

(注) １　「単元未満株式」には当社所有の自己株式 株を含めております。

２　「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３個)含まれて

おります。

② 【自己株式等】

  2018年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱中央製作所 名古屋市瑞穂区内浜町
24番１号

10,200 ― 10,200 1.30
(自己保有株式)

計 ― 10,200 ― 10,200 1.30
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2018年４月１日から2018年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,519,069 1,166,897

  受取手形及び売掛金 ※  1,243,156 ※  1,470,555

  電子記録債権 ※  467,309 ※  479,792

  商品及び製品 58,460 61,821

  仕掛品 762,544 700,242

  原材料及び貯蔵品 96,925 133,015

  その他 49,606 106,387

  貸倒引当金 △700 △700

  流動資産合計 4,196,371 4,118,012

 固定資産   

  有形固定資産 278,568 281,823

  無形固定資産 5,539 5,002

  投資その他の資産 772,006 762,982

  固定資産合計 1,056,114 1,049,808

 資産合計 5,252,486 5,167,820

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,266,720 ※  1,319,596

  短期借入金 740,000 740,000

  未払法人税等 27,308 2,826

  その他 465,437 392,889

  流動負債合計 2,499,467 2,455,312

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 116,500 120,310

  退職給付に係る負債 374,460 367,367

  その他 78,895 72,784

  固定負債合計 569,855 560,462

 負債合計 3,069,323 3,015,774

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 503,000 503,000

  資本剰余金 225,585 225,585

  利益剰余金 1,235,103 1,218,440

  自己株式 △15,349 △15,390

  株主資本合計 1,948,339 1,931,635

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 226,355 212,497

  為替換算調整勘定 8,468 7,912

  その他の包括利益累計額合計 234,823 220,410

 純資産合計 2,183,163 2,152,046

負債純資産合計 5,252,486 5,167,820
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

売上高 912,438 1,306,501

売上原価 662,765 1,042,416

売上総利益 249,672 264,084

販売費及び一般管理費 264,922 270,228

営業損失（△） △15,250 △6,143

営業外収益   

 受取利息 150 199

 受取配当金 4,178 4,732

 持分法による投資利益 4,936 3,966

 為替差益 - 494

 その他 456 1,505

 営業外収益合計 9,722 10,898

営業外費用   

 支払利息 1,357 1,400

 為替差損 103 -

 その他 116 202

 営業外費用合計 1,577 1,603

経常利益又は経常損失（△） △7,105 3,151

特別利益   

 固定資産売却益 9 -

 特別利益合計 9 -

特別損失   

 固定資産処分損 164 -

 特別損失合計 164 -

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△7,259 3,151

法人税、住民税及び事業税 464 464

法人税等合計 464 464

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,723 2,687

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△7,723 2,687
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,723 2,687

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 13,145 △13,857

 為替換算調整勘定 △896 △556

 その他の包括利益合計 12,248 △14,413

四半期包括利益 4,524 △11,726

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,524 △11,726

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（追加情報）

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連結

会計期間の期首から適用しております。

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第

１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が、四半期連

結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(2018年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(2018年６月30日)

受取手形 23,661千円 43,893千円

電子記録債権 13,578千円 12,050千円

支払手形 171,263千円 211,058千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

減価償却費 10,001千円 9,811千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月27日
定時株主総会

普通株式 30,981 40.00 2017年３月31日 2017年６月28日 利益剰余金
 

（注）2017年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創立80周年記念配当15円を含んでおります。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 19,350 25.00 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年６月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額
（注２）

四半期連
結損益計
算書計上
額（注
３）

 電源機器
表面処理
装置

電気溶接
機

環境機器 計

売上高          

  外部顧客への売上高 327,367 147,543 292,989 56,020 823,921 88,516 912,438 ― 912,438

 セグメント間の
　内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 327,367 147,543 292,989 56,020 823,921 88,516 912,438 ― 912,438

セグメント利益又は
損失(△)

81,223 34,600 67,578 16,502 199,903 33,231 233,134 △248,384 △15,250
 

(注) １「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれてお

ります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△248,384千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等であ

ります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額
（注２）

四半期連
結損益計
算書計上
額（注
３）

 電源機器
表面処理
装置

電気溶接
機

環境機
器

計

売上高          

  外部顧客への売上高 487,566 529,807 147,832 59,699 1,224,906 81,595 1,306,501 ― 1,306,501

 セグメント間の
　内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 487,566 529,807 147,832 59,699 1,224,906 81,595 1,306,501 ― 1,306,501

セグメント利益又は
損失(△)

98,258 83,553 28,267 13,063 223,142 24,303 247,446 △253,590 △6,143
 

(注) １「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれてお

ります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△253,590千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等であ

ります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日
至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

 １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失
(△)

△9円97銭 3円47銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に
帰属する四半期純損失(△)(千円)

△7,723 2,687

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又
は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

△7,723 2,687

普通株式の期中平均株式数(株) 774,483 773,993
 

(注) 前第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第１四半期連結累計期間におけ

る潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2018年８月10日

株式会社中央製作所

取締役会  御中

　

有限責任　あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 村　井　　達　久 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 内　田　　宏　季 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製

作所の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央製作所及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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